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表紙

上記事項につきましては、法令および当社定款の規定にもとづき、書面交付請求
をいただいた株主様に対して交付する書面（電子提供措置事項記載書面）への記
載を省略しております。

第54期定時株主総会招集ご通知に際しての
電子提供措置事項（交付書面省略事項）

業務の適正を確保するための
体制の整備及び当該体制の
運用状況の概要に関する事項

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

個 別 注 記 表

（2025年４月１日から2026年３月31日まで）
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業務の適正を確保するための体制の整備及び当該体制の運用状況の概要に関する事項

業務の適正を確保するための体制の整備及び当該体制の運用状況の概
要に関する事項

＜業務の適正を確保するための体制の整備＞
当社は、取締役会において、業務の適正を確保するための体制（以下、「内

部統制システム」という。）を、以下のとおり決議しております。

当社は、「和、信頼、技術」を社是とし、「常に発展する技術者集団」、
「発展の成果を社会に常に還元する企業」であることを企業理念として掲げ、
すべてのステークホルダーから信頼を受ける会社をめざし、企業活動を通じて
社会に貢献していくことを経営の基本方針としております。
これを実現するために、当社は内部統制システムを整備し、当社の業務の適

正を確保することを経営の重要な責務と位置付けております。そして、会社法
に基づき、代表取締役により具体的に実行されるべき当社の内部統制システム
の構築において、遵守すべき基本方針を明らかにするとともに、会社法施行規
則の定める同システムの体制整備に必要とされる各事項に関する大綱を定めて
おります。
内部統制システムの構築は可及的速やかに実行すべきとし、かつ、不断の見

直しによってその改善を図っております。以て、職務の執行において法令遵守
の体制を整備した効率的な企業体制を作り、当社の企業価値向上につなげてま
いります。そして、当社の全役職員は、日々の業務活動を通じ、内部統制シス
テムの維持、改善に努めてまいります。

当社の内部統制システムにつきましては、次の基本方針に基づき構築してお
ります。
(1) 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款等に適合することを確保す
るための体制

・代表取締役は、コンプライアンス統括委員会を設置し、企業行動憲章・倫
理規範を制定し、法令遵守及び社会倫理の遵守を企業活動の前提とするこ
とを全役職員に研修等により周知徹底する。

・コンプライアンス統括委員会は、全社横断的なコンプライアンス体制の整
備及び問題点の把握に努める。

・コンプライアンス統括委員会により設置された、内部統制推進委員会は、
内部統制システムの整備、維持、改善を行う。内部統制推進委員会は、経
営企画本部企画部を事務局とする。
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業務の適正を確保するための体制の整備及び当該体制の運用状況の概要に関する事項

・経営監査本部内部監査部は、コンプライアンス統括委員会と連携の上、法
令遵守及び社会倫理の遵守の状況を監査する。

・これらの活動は定期的に取締役会及び監査役会に報告されるものとする。
・法令上疑義のある行為等について、従業員及び当社と取引関係にある会社
の役職員が匿名で直接情報提供を行うことができる内部通報制度を運用す
る。内部通報に関する窓口は内部通報担当及び顧問弁護士事務所に設置す
る。

・市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体の要求には、
毅然とした態度で臨むことを全役職員に周知徹底する。

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
・代表取締役は、取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理につき、全
社的に統括する責任者を取締役の中から任命する。

・取締役の職務の執行に係る情報については、文書管理規程及び情報セキュ
リティマネジメントシステムに定める各管理マニュアルに従い、文書又は
電磁的媒体に記録し、保存する。

・取締役及び監査役は、常時、これらの文書等を閲覧できるものとする。

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
・代表取締役は、経営に重大な影響を及ぼすリスクを識別・分析・評価し、
十分に認識した上で、リスク管理に関する規程を整備し、平時における損
失の事前防止に重点を置いた対策を実行する。また、緊急事態発生時の通
報経路及び責任体制を定め、有事の対応を迅速かつ適切に行うとともに防
止策を講じる。

・事業に関するリスクについては、各事業部門が所管業務に係る管理を行う
とともに、経営企画本部企画部が全社的な受注、売上、稼働、採算状況等
の管理を行う。更に、経営監査本部品質管理部が各事業部門のリスク管理
状況の監視並びに監視対象受託業務の選定及び監視を行う。

・品質に関するリスクについては、品質マネジメントシステムに従い、各事
業部門が所管業務に係る管理を行うとともに、経営監査本部品質管理部が
全社的な管理を行う。

・情報セキュリティに関するリスクについては、情報セキュリティマネジメ
ントシステムに従い、各部門が所管業務に係る教育、管理を行うととも
に、経営監査本部情報セキュリティ推進室が全社的な管理を行う。
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・環境に関するリスクについては、環境マネジメントシステムに従い、各部
門が所管業務に係る管理を行うとともに、経営監査本部品質管理部が全社
的な管理を行う。

・大規模災害等の発生に関するリスクについては、事業継続計画（BCP）に
従い、各部門が所管業務に係る管理を行うとともに、管理本部総務部が全
社的な管理を行う。

・リスク管理の実効性を確保するため、経営監査本部内部監査部は、各部門
のリスク管理の状況を監査する。

(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
・以下の経営管理システムを用いて、取締役の職務の執行の効率化を図る。
①職務権限、意思決定ルールの策定
②会社運営について意見交換を行う場となる経営会議の設置
③取締役会による中期経営計画の策定、中期経営計画に基づく事業本部ご
との業績目標並びに本部ごとの予算の策定と、ITを活用した月次、四半
期業績管理の実施

④経営会議及び取締役会による月次業績のレビューと改善策の実施

(5) 当社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を
確保するための体制
（当社は親・子会社等が存在しないため、該当事項はありません。）

(6) 財務報告の信頼性を確保するための体制
・当社は、金融商品取引法の定めに基づき、「財務報告に係る内部統制の構
築及び評価の基本方針」を定め、財務報告の信頼性を確保するために必要
な体制を構築する。

(7) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当
該使用人に関する事項並びにその使用人の取締役からの独立性に関する事
項

・監査役が求めた場合は、監査役の下に業務を補助する部署を定め、使用人
を配置する。

・当該使用人の人事異動については､監査役との適正な意思疎通に基づくも
のとする。

・当該使用人については、取締役からの独立性について十分配慮されるもの
とする。

－ 4 －



2026/05/26 11:35:44 / 25297840_株式会社アルファシステムズ_招集通知

業務の適正を確保するための体制の整備及び当該体制の運用状況の概要に関する事項

(8) 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告
に関する体制

・取締役及び使用人は、監査役会の定めるところに従い、各監査役の要請に
応じて必要な報告をする。主な報告事項は次のとおりとする。
①当社の内部統制システム構築にかかわる部門の活動状況
②当社の内部監査部門の活動状況
③当社に著しい損害を及ぼすおそれのある事項
④毎月の経営状況として重要な事項
⑤重大な法令、定款違反行為
⑥内部通報制度の運用状況及び通報の内容
※使用人は③及び⑤に関する重大な事実を発見した場合は、監査役に直接
報告することができるものとする。

・監査役に報告をした取締役及び使用人に対して、当該報告をしたことを理
由とする不利な取扱いを行うことを禁止する。

(9) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
・監査役と代表取締役との間の定期的な意見交換会を実施する。
・監査役は、必要に応じて会計監査人､取締役、使用人等から報告を求める｡
・監査役会は、監査の実効性確保に係る各監査役の意見を十分に尊重しなけ
ればならない。

・監査役がその職務の執行について生ずる費用の前払又は償還等の請求をし
たときは、当該監査役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除
き、速やかに当該費用又は債務を処理する。

＜業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要＞
(1) 内部統制システム全般
当社では、内部統制推進委員会が財務報告に係る内部統制の評価作業の推

進や内部統制に係る不備の検討を定期的に実施し、内部統制システムの整
備、維持、改善に継続的に努めております。

(2) コンプライアンス
当社は、法令遵守及び社会倫理の遵守が企業活動の前提となることを全役
職員に周知徹底するため、入社時及び職制に応じた研修・教育訓練を行って
おります。また、内部通報担当及び顧問弁護士事務所を窓口とする内部通報
制度に基づき、通報に関する事実確認後、速やかに対応しております。
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(3) リスク管理
当社は、リスク管理に関する規程を整備し、リスクの種類に応じて担当部

署により平時における損失の事前防止に重点を置いた対策を実行しておりま
す。また、緊急事態発生時の対応を迅速かつ適切に行うための、事業継続計
画（BCP）につきましても適切に見直しを行っております。

(4) 取締役の職務執行
当社は、取締役会規程に基づき、原則として月1回の取締役会を開催し、
法令又は定款に定められた事項及び経営上重要な事項の決議を行うととも
に、取締役の職務執行の監督を行っております。また、社外取締役を選任
し、取締役会による意思決定の監督機能を強化しております。

(5) 監査役の職務執行
監査役は、取締役会への出席並びに取締役及び使用人からのヒアリング、

更には常勤監査役による経営会議その他の重要な会議への出席を通じて、内
部統制の整備及び運用状況について確認しております。また、会計監査人、
経営監査本部内部監査部等の内部統制に係る組織と適宜情報交換を行い、連
携を保ちながら監査の実効性を確保しております。
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株主資本等変動計算書

（2025年4月  1日から）2026年3月31日まで
（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合　　計資 本

準 備 金
資 本
剰 余 金
合 計

利 益
準 備 金

その他利益剰余金 利 益
剰 余 金
合 計別 途

積 立 金
繰越利益
剰 余 金

2025年4月1日　期首残高 8,500,550 8,647,050 8,647,050 179,000 5,525,000 20,571,307 26,275,307 △40,767 43,382,139

事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △1,895,223 △1,895,223 △1,895,223

当 期 純 利 益 3,750,232 3,750,232 3,750,232

自 己 株 式 の 取 得 △227 △227

株 主 資 本 以 外 の
項 目 の 事 業 年 度 中
の 変 動 額 ( 純 額 )

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 － － － － － 1,855,009 1,855,009 △227 1,854,782

2026年3月31日　期末残高 8,500,550 8,647,050 8,647,050 179,000 5,525,000 22,426,317 28,130,317 △40,995 45,236,922

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産 合 計

その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

2025年4月1日　期首残高 90,369 90,369 43,472,508

事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △1,895,223

当 期 純 利 益 3,750,232

自 己 株 式 の 取 得 △227

株 主 資 本 以 外 の
項 目 の 事 業 年 度 中
の 変 動 額 ( 純 額 )

7,492 7,492 7,492

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 7,492 7,492 1,862,274

2026年3月31日　期末残高 97,861 97,861 45,334,783

株主資本等変動計算書

（記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。）
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個別注記表

個別注記表
（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
1. 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法
① 満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）を採用しております。
② その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの
決算日の市場価格等に基づく時価法を採用しております。なお、評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。
市場価格のない株式等

移動平均法による原価法を採用しております。
(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

① 仕掛品
個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法により算定）を採用しております。
② 原材料

移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げ
の方法により算定）を採用しております。

③ 貯蔵品
最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定）を採用しております。
2. 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産
定率法を採用しております。ただし、1998年4月1日以降に取得した建物(附属設備を除く)

並びに2016年4月1日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用し
ております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物　　　　　　　　 25～50年
工具、器具及び備品　　3～10年

(2) 無形固定資産
定額法を採用しております。なお、市場販売目的のソフトウェアについては、見込販売数

量又は見込販売収益に基づく償却額と残存有効期間（3年以内）に基づく均等配分額のいず
れか大きい額を償却する方法を採用しております。また、自社利用のソフトウェアについて
は、社内における利用可能期間（5年）に基づく定額法を採用しております。

(3) 長期前払費用
定額法を採用しております。
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個別注記表

3. 引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により､貸倒懸念
債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し､回収不能見込額を計上しておりま
す。

(2) 賞与引当金
従業員に対する賞与の支出に備えるため、支給見込額基準により計上しております。

(3) 受注損失引当金
受注案件の将来の損失に備えるため、当事業年度末時点で将来の損失が見込まれ、かつ、

当該損失額を合理的に見積もることが可能な案件について、翌事業年度以降に発生が見込ま
れる損失額を計上しております。

なお、当事業年度末においては該当がないため計上しておりません。
(4) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込
額に基づき計上しております。
① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる
方法については、給付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異の費用処理方法
数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（5年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度
から費用処理しております。

4. 収益及び費用の計上基準
当社は主にソフトウェアの受託開発を行っており、顧客との契約内容に基づいて請負契約は

成果物の提供を、準委任契約及び派遣契約は役務提供をそれぞれ履行義務として識別しており
ます。進捗部分について進捗度を合理的に見積もることができる請負契約については、見積総
原価に対する事業年度末までの発生原価の割合によって算出した進捗度に基づき、一定の期間
にわたり収益を認識しております。準委任契約及び派遣契約については、契約期間に対する役
務提供の経過期間に応じて、一定の期間にわたり収益を認識しております。

また、当社は自社開発プロダクト・サービスの提供を行っており、ライセンスサポートが含
まれたソフトウェアライセンスの販売は、ソフトウェアライセンスとライセンスサポートを履
行義務として識別しております。ソフトウェアライセンスについては、顧客から検収を受けた
時に一時点で収益を認識し、ライセンスサポートについては、サポート期間に対する役務提供
の経過期間に応じて、一定の期間にわたり収益を認識しております。
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（単位：千円）
当事業年度

進捗度に応じて計上した請負契約の売上高 12,786,308

契約資産 1,483,912

1. 有形固定資産の減価償却累計額 6,237,375千円

普通株式 14,052,400株

普通株式 13,756株

（会計上の見積りに関する注記）
会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年

度に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。

1. 一定の期間にわたり履行義務を充足した請負契約の収益における進捗度等の見積り
(1) 当年度の計算書類に計上した金額

(2) 計算書類利用者の理解に資するその他の情報
① 算出方法

ソフトウェア開発における契約のうち、当事業年度末までの進捗部分について進捗度を
合理的に見積もることができる請負契約については、見積総原価に対する事業年度末まで
の発生原価の割合に基づき算出した進捗度に基づき、一定の期間にわたり収益を認識して
おります。

② 主要な仮定
ソフトウェア開発は個別性が強く、基本的な仕様や作業内容が顧客の指図に基づいて行

われることから、見積総原価の見積りにあたっては画一的な判断尺度を得られにくくなり
ます。このため、見積総原価の見積りは、ソフトウェアの開発に対する専門的な知識と開
発経験を有するプロジェクト責任者による一定の仮定と判断を伴います。

③ 翌年度の計算書類に与える影響
見積総原価は見積りの不確実性が高く、開発の進行途上における開発の遅延等による請

負契約の変更が生じる場合があり、見積総原価の適時・適切な見直しには複雑性が伴いま
す。このため、見積総原価が変更されることに伴い、進捗度が変動することにより、損益
額に重要な影響を与えるリスクがあります。

（貸借対照表に関する注記）

（株主資本等変動計算書に関する注記）
1. 当事業年度の末日における発行済株式の数

2. 当事業年度の末日における自己株式の数
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(1) 配当金の総額 1,052,902千円
(2) 1株当たりの配当額 75円
(3) 基準日 2025年3月31日
(4) 効力発生日 2025年6月9日

(1) 配当金の総額 842,320千円
(2) 1株当たりの配当額 60円
(3) 基準日 2025年9月30日
(4) 効力発生日 2025年12月5日

(1) 配当金の総額 1,052,898千円
(2) 1株当たりの配当額 75円
(3) 基準日 2026年3月31日
(4) 効力発生日 2026年6月8日

3. 当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項
2025年5月12日開催の取締役会において、次のとおり決議しております。

2025年11月７日開催の取締役会において、次のとおり決議しております。

4. 当事業年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項
2026年5月11日開催の取締役会において、次のとおり決議いたします。
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貸 借 対 照 表 計 上 額 時 価 差 額

(1)有価証券及び投資有価証券 5,402,316 5,017,922 △384,394

(2)長期預金 3,700,000 2,436,970 △1,263,029

合 計 9,102,316 7,454,892 △1,647,424

（金融商品に関する注記）
1. 金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針
資金調達については、営業活動で得られる資金及び内部資金を手当てする方針でありま

す。また、資金運用については、資金の流動性確保を第一とし、一部について、信用リス
ク、金利等を考慮し、元本割れの可能性が極めて低いと判断した金融商品で運用しておりま
す。デリバティブ取引については、原則として利用しない方針であります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
売掛金は顧客の信用リスクに晒されておりますが、与信管理規程に従い、取引先ごとの期

日管理及び残高管理を行っております。また、すべて円貨建てであるため、為替の変動リス
クはありません。

有価証券及び投資有価証券は、主に満期保有目的の債券であり、発行体の信用リスク、市
場価格の変動リスクに晒されております。発行体の信用リスクについては、格付けの高い債
券を保有し、また定期的に発行体の財政状態等を把握することによって、リスクの軽減を図
っております。市場価格の変動リスクについては、四半期ごとに時価を把握し、保有状況を
継続的に見直しております。

長期預金は、信用度の高い国内の銀行における期限前解約特約付預金が含まれており、銀
行のみが期限前解約権を保有しております。当社より期限前解約を行う場合、損失が生じる
可能性がありますが、事業上必要な資金は確保しており、満期日まで預金として保有する予
定であります。

2. 金融商品の時価等に関する事項
2026年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとお

りであります。なお、「現金及び預金」、「売掛金」については、現金であること、または
短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、記載を省略しておりま
す。

（単位：千円）
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区分
時価

レベル1 レベル2 レベル3 合計

有価証券及び投資有価
証券
　その他有価証券

株式 158,902 － － 158,902

資産計 158,902 － － 158,902

区分
時価

レベル1 レベル2 レベル3 合計

有価証券及び投資有価
証券

満期保有目的の債券
　社債 － 4,859,020 － 4,859,020

長期預金 － 2,436,970 － 2,436,970

資産計 － 7,295,990 － 7,295,990

3. 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以

下の3つのレベルに分類しております。
レベル1の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により

算定した時価
レベル2の時価：レベル1のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用

いて算定した時価
レベル3の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイン

プットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時
価を分類しております。

(1)時価で貸借対照表に計上している金融商品
（単位：千円）

(2)時価で貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
（単位：千円）
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（繰延税金資産）
賞与引当金 561,703千円
未払社会保険料 84,186千円
未払事業税等 76,906千円
退職給付引当金 66,254千円
減価償却超過額 33,513千円
その他 173,190千円

繰延税金資産合計 995,754千円

（繰延税金負債）
その他有価証券評価差額金 △45,002千円

繰延税金負債合計 △45,002千円
繰延税金資産の純額 950,752千円

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
有価証券及び投資有価証券

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているた
め、その時価をレベル1の時価に分類しております。社債は公表された相場価格が存在しないた
め、取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しており、その時価をレベル2の時価に
分類しております。
長期預金

長期預金は、公表された相場価格が存在しないため、取引先金融機関から提示された価格等に
基づき算定しており、その時価をレベル2の時価に分類しております。

（賃貸等不動産に関する注記）
賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため注記を省略しております。

（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 (注) 繰延税金資産の算定にあたり2026年3月31日現在の繰延税金資産から控除された金額
（評価性引当額）は14,060千円であります。
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役員及び個人主要株主等 （単位：千円）

種 類 会社等の名称 議決権等の所有
（被所有）割合 関連当事者との関係 取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

役員が議決権の過半数
を所有している会社 株式会社オルビック （被所有）

直接 6.43％ 不動産の管理 不動産の管理料 38,400 未 払 金 3,520

（単位：千円）
報告セグメント

その他
（注）

合計ソフトウェア
開発関連事業

売上高

一時点で移転される財又はサ
ービス

－ 841,351 841,351

一定の期間にわたり移転され
る財又はサービス

39,476,754 404,363 39,881,118

顧客との契約から生じる収益 39,476,754 1,245,715 40,722,469

外部顧客への売上高 39,476,754 1,245,715 40,722,469

（関連当事者との取引に関する注記）

(注) 1.上記金額のうち取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んで表示してお
ります。

2.取引条件ないし取引条件の決定方針等
不動産の管理料については、過去の取引実績に基づき、管理委託物件と業務内容に応じ
て、交渉により決定しております。

3.当社役員石川有子及び石川英智が議決権の100％を直接保有しております。

（収益認識に関する注記）
1. 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

(注) 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、製品販売事業
等を含んでおります。

2. 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
顧客との契約において、取引の対価は履行義務の充足後概ね3か月以内に受領しており、変

動対価や重要な金融要素は含まれておりません。
その他の事項につきましては、個別注記表の「重要な会計方針に係る事項に関する注記4．

収益及び費用の計上基準」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。
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2026年3月31日
期首残高 期末残高

売掛金 8,617,611 8,363,515
契約資産 699,979 1,483,912
契約負債 418,138 537,673

1年以内 1年超 合計
当事業年度 10,127,775 510,503 10,638,278

1. 1株当たり純資産額 3,229円29銭
2. 1株当たり当期純利益 267円14銭

3. 当事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報
(1) 契約資産及び契約負債の残高等

当事業年度における顧客との契約から生じた売掛金、契約資産及び契約負債の期首及び
期末残高は次のとおりであります。

（単位：千円）

契約資産は、主にソフトウェア開発の進捗度に応じて収益を認識している請負契約及び
準委任契約の対価に対する当社の権利に関するものです。契約資産は、対価に対する当社
の権利が無条件になった時点で顧客との契約から生じた債権に振り替えております。

これらの取引については、支払期限は顧客との個別契約に基づきますが、市場慣行に整
合した支払期限となっており、約束した対価の金額に重要な金融要素は含まれておりませ
ん。

契約負債は、主に顧客から受領したライセンスサポートの前受収益です。
当事業年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、

164,690千円であります。
また、過去の期間に充足した履行義務から当期に認識した収益の額に重要性はありませ

ん。

(2) 残存履行義務に配分した取引価格
残存履行義務に配分した取引価格の総額及び収益の認識が見込まれる期間は、次のとお

りであります。
（単位：千円）

（1株当たり情報に関する注記）
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